
（１）省エネルギーに関する支援

名　称 対　象 概　　要 支援者
エネルギー使用合理
化事業者支援事業

全業種。ただし、
ESCO事業者等が申
請する場合は、設備
設置事業者との共同
申請。

既存の工場、事業所における省エネルギー設備の導入
事業

事業者単独事業：1/3　5億円/件
複数事業者連携事業:1/2　15億円/年

ＮＥＤＯ

民生部門等地球温暖
化対策実証モデル評
価事業

地方公共団体、民間
団体等(企業、公益法
人)
複数の主体が共同し
て実施する体制であ
ること

民生、運輸部門において、地方公共団体、事業者等が協
力して取組む事業で、省エネルギー手法と設備・機器導
入の一体事業であって、新たな省エネルギー対策の提案
にも繋がるモデルとなりうる事業。

ﾓﾃﾞﾙ事業　1/2　1億円/件
ＦＳ事業　　定額　2千万円/件

ＮＥＤＯ

省エネルギー・新エネ
ルギー対策導入促進
事業

大規模工場 大規模工場の計測診断を実施し、省エネルギー技術導
入に向けた指導を行う。

全額ＮＥＤＯが負担

ＮＥＤＯ

地域新エネルギー・省
エネルギービジョン策
定等事業

・地方公共団体
・地方公共団体の出
資に係る法人
・当該事業を実施する
もの

①ビジョン策定調査
ビジョン策定のための基礎調査を行い、地域全般にわた
る新エネルギー・省エネルギーに係る基本計画および施
策の基本的な方向、重点プロジェクトの実行プログラムを
作成。
②重点テーマに係る詳細ビジョン策定調査
上記ビジョンの重点テーマに係る詳細なプロジェクトの検
討を行う。
③事業化フィージビリティスタディ調査
上記ビジョンに基き実施されるプロジェクトで、特にモデ
ル性の高い重要なものの事業化調査を行う。

定額

ＮＥＤＯ

新エネルギー・省エネ
ルギー非営利活動促
進事業

特定非営利活動法人
(NPO法人)、公益法
人、その他の法人格
を有する民間団体、又
はこれに準ずる団体

営利を目的としない民間団体等が、営利を目的とせずに
行う、新エネルギー導入や省エネルギー推進に資する普
及啓発活動に要する経費の支援

1/2以内

ＮＥＤＯ

住宅・建築物高効率エ
ネルギーシステム導入
促進事業(住宅に係る
もの)

NEDOが指定する高効
率システム(空調、給
湯、太陽光発電、以下
「当該システム」とい
う)を導入する事業者
（建築主）

以下の場合、その経費を補助する。
・新築の場合、当該システムの導入により一次消費エネ
ルギーを15%程度削減できること
・リフォームの場合、一次消費エネルギーを25%程度削減
できること
・断熱改修の場合、一次消費エネルギーを25%程度削減
できること
・3年間継続してエネルギー使用量の報告並びにアン
ケート調査に協力

1/3

ＮＥＤＯ

住宅・建築物高効率エ
ネルギーシステム導入
促進事業(建築物に係
るもの)

住宅・建築物高効率
システム(空調、給湯、
照明及び断熱部材等
で構成、以下「当該シ
ステム」という)を導入
する建築主等、ESCO
事業者、リース事業者
等

以下の場合、その経費を補助する。
・新築、増築、改築の場合、当該システムの導入により一
次消費エネルギーを15%程度削減できること
・既築の場合、一次消費エネルギーを25%程度削減でき
ること
・エネルギー管理体制、補助事業の遂行能力を有するこ
と
・3年間継続してエネルギー使用量の報告並びにアン
ケート調査に協力

1/3

ＮＥＤＯ
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名　称 対　象 概　　要 支援者
住宅・建築物高効率エ
ネルギーシステム導入
促進事業(BEMS導入
支援事業)

ＢＥＭＳ（業務用ビル
エネルギーマネジメン
トシステム)を導入する
建築主等、ESCO事業
者、エネルギー管理
事業者、リース事業者
等

・BEMSを既築、新築、増築及び改築の建物に導入
・BEMSの導入によりエネルギー消費量を削減できること
・設備区分ごとのエネルギー計量ができること
・エネルギー管理体制が整備されていること
・補助事業の遂行体制を有し、3年間継続して報告が可
能なこと

1/3　上限1億円/件

ＮＥＤＯ

エネルギー供給事業
者主導型総合省エネ
ルギー連携推進事業
(住宅に係るもの)

既築、新築、増築又は
改築の住宅に省エネ
ルギーシステムを導
入する事業及び広報
普及活動を実施する、
エネルギー供給業者
及び地方公共団体

「エネルギー供給事業者主導型総合省エネルギー連携
推進導入計画」に基き実施される「導入事業」と「広報等
事業」に補助。
・ＮＥＤＯの指定する高効率エネルギーシステム、CO2冷

媒ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ給湯器、潜熱回収型給湯器又はガスエンジン
給湯器及び省エネルギー情報機器の組合せを導入する
建築主に対して補助を行う事業
・1実施地域において50戸以上の住宅に対して実施され
るもの

導入事業　定額(1/2相当)
広報等事業　定額

ＮＥＤＯ

エネルギー供給事業
者主導型総合省エネ
ルギー連携推進事業
(建築物に係るもの)

既築、新築、増築又は
改築の建築物に省エ
ネルギーシステムを導
入する事業及び広報
普及活動を実施する、
エネルギー供給業者
及び地方公共団体

「エネルギー供給事業者主導型総合省エネルギー連携
推進導入計画」に基き実施される「導入事業」と「広報等
事業」に補助。
・1実施地域において2以上の建築物に対して実施される
もの
・1建築物当り原油換算量で100kℓ/年以上及び10%程度/
年以上削減できること

導入事業　1/2以内
広報等事業　定額

ＮＥＤＯ

環境と経済の好循環
のまちモデル事業

市町村等と連携したま
ちづくり協議会

全国のモデルとなるような、地域発の創意工夫と幅広い
主体の参加によって、二酸化炭素の排出削減等を通じた
環境保全と雇用創出等による経済活性化を同時に実現
する、環境と経済の好循環のまちづくりのため、以下の
支援を行う。
・委託事業
　事業計画の策定等：大規模事業2百万円程度、小規模
事業80万円程度
・交付金事業
　非化石エネルギー等及び省エネルギーに係る設備を設
置するものに対してまちづくり協議会が行う助成事業：大
規模事業2億円程度、小規模事業4千万円程度

環境省

廃棄物処理施設にお
ける温暖化対策事業

民間企業、独立行政
法人、公益法人等

高効率な廃棄物発電や廃棄物由来のバイオマス発電等
の廃棄物処理に係るエネルギー利用施設の整備を実施
する民間企業等の事業者に対し、必要な経費の一部を
補助。

・廃棄物発電、熱供給等：高効率化に伴う増嵩費用の1/3
を限度
・ゴミ発電ネットワーク等：施設整備費の1/2

環境省

地方公共団体率先対
策補助事業（対策技術
率先導入事業）

地方公共団体 地方公共団体の施設へ代替エネルギー設備、省エネル
ギー設備の整備を行う地方公共団体に対し補助。

1/2

環境省

地方公共団体率先対
策補助事業（次世代技
術普及事業）

地方公共団体 燃料電池自動車、ジメチルエーテル自動車、水素自動
車、燃料電池コージェネレーションシステムを率先して導
入する自治体に対し補助。

1/2

環境省
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名　称 対　象 概　　要 支援者
公共・公益サービス部
門率先対策補助事業

①公共・公益サービス
事業を行う民間団体
等
②地方公共団体等の
設備にシェアード・エ
スコを用いて省エネ設
備を導入する民間団
体等

①公共・公益サービス事業を行う民間団体等（医療保
健、社会福祉の期間等）への率先的な省エネ設備等の
導入に対する補助。
1/2
②地方公共団体等施設のシェアード・エスコ事業を用い
た省エネ化に対する補助
1/2

環境省

地域協議会代エネ・省
エネ対策推進事業

民間団体（地域協議
会の構成員）

民生部門の温暖化対策に効果のある下記の設備を、地
域において集団的に導入推進する地球温暖化対策地域
協議会の事業に対し補助。
・複層ガラス等省エネ資材
・民生用小型風力発電システム
・家庭用等の小型燃料電池
・電圧調整装置

1/3

環境省

温室効果ガスの自主
削減目標設定に係る
設備補助事業

民間団体 自主参加型の国内排出量取引制度に参加する事業者に
対し、省エネ等による二酸化炭素排出抑制設備の導入
への補助。
補助事業者は設備を整備し、二酸化炭素排出削減に取
り組み、排出量実績に応じた排出枠を環境省に提出。

1/3

環境省

地球温暖化対策ビジ
ネスモデルインキュ
ベーター（起業支援）
事業

民間団体 ビジネスモデルとして成り立つ可能性が高いことが確認さ
れている先見性・先進性の高い下記の事業について、核
となる技術に係る設備整備費及び地域における実証事
業（パイロット事業）の事業費に対して補助。
・ガス圧力エネルギー回収発電事業
・トラックへの電源供給サービス事業
・水道圧の減圧を利用した発電事業

1/2

環境省

業務部門二酸化炭素
削減モデル事業

民間団体 省エネ法の対象とならない中小規模の業務用施設等を
対象に、二酸化炭素排出量の削減を図る効率的な対策
技術を導入するモデル事業を行い、他の業務用施設等
への波及を促す。、平成19年度は、スーパーチェーン、テ
ナントビル等（18年度実施の事業者を除く外食産業
チェーンを含む）からの提案による事業を実施し、設備導
入等の対策事業費の一部を補助。

1/3

環境省

省エネ型低温用自然
冷媒冷凍装置の普及
モデル事業

民間団体 省エネ型低温用自然冷媒冷凍装置の導入に対して補助
を行う。

1/3

環境省

街区まるごとCO2

２０％削減事業

街区開発を行う民間
団体

大規模宅地開発などの機会をとらえ、デベロッパー、地
権者、自治体等の関係者が協調し、二酸化炭素の大幅
な削減を見込める対策をエリア全体、複合建物で導入
し、街区等のエリアをまるごと省CO2化する面的対策を行
う事業に対して補助。

1/2

環境省

クールシティ中枢街区
パイロット事業

民間団体 ヒートアイランド現象の顕著な都市の中枢部分のなかで
も、注目度の高いと考えられるモデル街区を公募により
数カ所選定したうえで、モデル街区内のオフィスビルなど
民間の建物や施設において、都市の省CO2化に資する

ヒートアイランド対策を集中的に導入する事業に対して補
助。

1/2

環境省
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名　称 対　象 概　　要 支援者
省CO2型都市づくりの

ための面的対策推進
事業

民間団体 多様な主体が参画する地球温暖化対策地域協議会にお
いて、集約型都市構造に向けた二酸化炭素排出量削減
シミュレーション及び事業所などが実施する自動車交通
需要を抑制するための施策、事業所・集客施設と交通事
業者の連携による公共交通の利用の促進策等につい
て、協議を行い、その協議の結果に基づき、民間事業者
等が、削減シミュレーションや各事業の実施を行い、その
費用について補助。

1/2

環境省

再生可能エネルギー
高度導入地域整備事
業

民間団体 再生可能エネルギーの導入事業を地球温暖化対策推進
法に基づく地球温暖化対策地域推進計画又はこれに相
当する計画に地方公共団体が位置付け、当該計画を国
が計画エリアの二酸化炭素を相当程度（民生部門の
10％）削減できるよう集中的に再生可能エネルギーを導
入する計画として認定し、当該計画に位置付けられた再
生可能エネルギー導入事業の事業主体となる民間事業
者に対し、計画の達成に必要な施設整備費の一部を補
助。

1/2

環境省
経済産業省

環境対応型高効率業
務用ボイラ等導入効
果実証事業

事業者 環境対応型高効率業務用ボイラ等の導入効果を検証す
るモニター実施者に対して補助対象機器の費用の一部を
補助。
モニター実施者は、ボイラ等の設置後３年間、運転状況
等の報告義務。

石油連盟

新エネルギー事業者
支援対策事業

民間団体等 ①10kW以上3,000kW未満の天然ガスコージェネレーショ
ン導入費用に対する補助、原油換算50kℓ/年以上のバイ
オガスを活用する場合はバイオガス製造設備も補助対
象。

1/3以内 上限5億円

資源エネルギー
庁

天然ガス型エネル
ギー面的利用モデル
事業

民間団体等 天然ガスコージェネレーションの排熱又は排熱を利用し
て発生させた冷温熱を複数建物間において利用するシス
テムのモデル事業に対する補助。

設備費の1/3　上限2億円/件

(中)都市ガス振興
センター

エネルギー多消費型
設備天然ガス化推進
補助事業

全業種 石炭、石油、灯油を燃料とする設備を天然ガスへ燃料転
換した際の設備費に対する補助。

設備費の1/3以内　上限1.8億円/件

(中)都市ガス振興
センター

先導的負荷平準化機
器導入普及モデル事
業費補助金制度

民間団体等 新設又は既設の工場・事業所における、定格出力が
250kW以上の電力貯蔵用二次電池（NAS電池・レドックス
フロー電池・鉛蓄電池等）、又は蓄熱式空調システム（セ
ントラル空調方式）の導入事業であって、高い負荷平準
化効果が見込まれる需要側設備の導入事業に対する補
助。なお、当該システム導入後、事業者自ら普及啓発活
動を行うこと、ならびに３年間継続してピークシフト、ピー
クカット等に関する報告が可能であること。

1/3以内

(財)ヒートポンプ・
蓄熱センター

［問合せ先］

ＮＥＤＯ　関西支部：ＴＥＬ．０６－４３０６－５０２１　
環境省：ＴＥＬ．０３－３５８１－３３５１
資源エネルギー庁　新エネルギー対策課：ＴＥＬ．０３－３５０１－４０３１
(中)都市ガス振興センター：ＴＥＬ．０３－３５０２－５５９０
(財)ヒートポンプ蓄熱センター：ＴＥＬ．０３－５６４３－２４０１
日本石油連盟：ＴＥＬ．０３－３２７９－３８１６
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（２）交通の省エネルギーに関する支援

名　称 対　象 概　　要 支援者
クリーンエネルギー自
動車等導入促進補助
事業

民間事業者等 クリーンエネルギー自動車を導入する者や、主に自家用
としてクリーンエネルギー自動車用の燃料供給設備、充
電設備の設置を行う者に、導入設備の一部を補助。

・自動車：通常車両との価格差の1/2以内
・供給設備：1/2以内

ＮＥＤＯ
(電動車両普及ｾ

ﾝﾀｰ)
(都市ｶﾞｽ振興ｾﾝ

ﾀｰ)

自動車燃料消費効率
改善システム導入促
進事業

民間団体等 アイドリングストップ自動車等の導入を行うものに対して、
アイドリングストップ装置を搭載した自動車と、搭載してい
ない自動車との価格差の1/2以内を補助。

経済産業省

地方公共団体率先対
策補助事業（次世代技
術普及事業）

（再掲）

地方公共団体 燃料電池自動車、ジメチルエーテル自動車、水素自動
車、燃料電池コージェネレーションシステムを率先して導
入する自治体に対し補助。

1/2

環境省

地方公共団体率先対
策補助事業（低公害
(代エネ・省エネ）普及
事業）

地方公共団体 計画的に営業用バス等に低公害車の導入を促進する地
方公共団体に対する補助。

1/2

環境省

自動車使用合理化推
進事業

運送事業者等 運送事業者等が、燃費基準達成かつ排出ガスに係る最
新規制適合のトラック・バスを導入するに際し、車両購入
費について補助。

通常車両価格との差額の1/2

環境省

省エネルギー型ＬＰガ
ス自動車転換促進事
業

省エネルギー型ＬＰガ
ス自動車を新車で所
有しようとするもの

ディーゼル車またはＬＰＧ車を廃止し、省エネルギー型ＬＰ
ガス自動車に転換する場合に補助。

既存燃料車との差額の1/2　20万円または25万円上限

(社)日本ＬＰガス
協会

［問合せ先］
ＮＥＤＯ　関西支部：ＴＥＬ．０６－４３０６－５０２１　
(中)電動車両普及センター：ＴＥＬ．０３－３５０３－３７８２
(中)都市ガス振興センター：ＴＥＬ．０３－３５０２－５５９０
環境省：ＴＥＬ．０３－３５８１－３３５１
経済産業省：ＴＥＬ．０３－３５０１－１５１１
日本ＬＰガス団体協議会：ＴＥＬ．０３－５５１１－１４１１
日本ＬＰガス協会：ＴＥＬ．０３－３５０３－５７４１

（３）環境教育等に関する支援

名　称 対　象 概　　要 支援者
エコスクールパイロッ
ト・モデル事業

公立学校 公立学校の新増築、改築、大規模改造について、新エネ
ルギー導入、木材利用、建物緑化、中水利用等の整備を
行う。
・エコスクールの整備：1/2～1/3
・地球温暖化対策：1/2
・新エネルギー導入：1/2以内
・地域材の導入：1/2

文部科学省
農林水産省
経済産業省

環境省

学校エコ改修と環境教
育事業（エコフロー事
業)

［エコスクールパイロッ
ト・モデル事業の一部］

公立学校 公立学校の省エネ改修、代エネ機器導入等を効果的に
組み合わせた施設の整備と環境教育の実施に対する補
助

1/2　年間600万円以上1億円程度まで　3年間

環境省
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名　称 対　象 概　　要 支援者
地方公共団体率先対
策補助事業（都道府県
センター普及啓発・広
報事業）

都道府県地球温暖化
対策防止活動推進ｾﾝ
ﾀｰ

地域住民等への、シンポジウム・セミナーの開催等を通じ
た普及啓発・広報事業に対する補助。

定額（上限500万円）

環境省

出前出張サービス 各種団体、グループ 地域の要望に応じ、四国経済産業局職員が現地に出向
き、特定テーマ（エネルギー事情、省エネルギー、新エネ
ルギー等）の説明を行う。

四国経済産業局

家庭の省エネ講座 市民等 家庭における省エネルギーの普及啓発のため「家庭にお
ける省エネ講座」を実施。

(財)省エネルギー
センター

省エネルギー普及指
導員

学校、市民等 省エネルギーセンターが養成した省エネルギー普及指導
員を講演会の講師やイベント実施等の省エネルギー普
及活動に派遣。

(財)省エネルギー
センター

エネルギー・コミュニ
ケーター派遣制度

学校、社会教育施設、
ＮＰＯ、その他教育関
係機関等

エネルギーに関する知識・経験を持つ専門家（エネル
ギー・コミュニケーター）の派遣を通じて、学校や社会教
育施設、地域社会、ＮＰＯ等におけるエネルギー問題や
地球環境問題などに関する学習活動を実践的に支援。

(財)社会経済生
産性本部・エネル
ギー環境教育情
報センター
（経済産業省資
源エネルギー庁）

愛媛県環境マイスター
制度

県内の学校、地球環
境活動グループ、自
治・町内会、事業者団
体等

民間団体が開催する環境保全に関する学習会や講演会
などへ、専門家を県が派遣。

愛媛県体験型環
境学習センター

（愛媛県環境政
策課）

エネルギー講座 学校、市民等 学校等への講師の派遣、実験など。 四国電力㈱

環境教育リーダー研
修

教職員、環境教育に
関心のある市民等

環境教育・環境学習を推進する人材育成のため、基本的
知識の習得と体験学習を重視した研修を実施。

環境省
文部科学省

環境カウンセラー登録
制度

事業者、市民、市民団
体等

環境保全に関する専門的知識や豊富な経験を有し、そ
の知見や経験に基き市民やＮＧＯ、事業者等の環境保全
活動に対する助言など（環境カウンセリング）を行う人材
を「環境カウンセラー」として登録し、紹介。

環境省

［問合せ先］
文部科学省　初等中等教育局教育課程課：ＴＥＬ．０３－５２５３－４１１１
環境省　総合環境政策局環境教育推進室：ＴＥＬ．０３－５５２１－８２３１
経済産業省：ＴＥＬ．０３－３５０１－１５１１
農林水産省：ＴＥＬ．０３－３５０２－８１１１
四国経済産業局：ＴＥＬ．０８７－８１１－８５０５
(財)省エネルギーセンター四国支部：ＴＥＬ．０８７－８２６－０５５０
(財)社会経済生産性本部・エネルギー環境教育情報センター：ＴＥＬ．０３－３５９３－０９３６
愛媛県体験型環境学習センター：ＴＥＬ．０８９－９６３－４８１１
四国電力㈱宇和島支店：ＴＥＬ．０８９５－２２－４７３３
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